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「安心塾バイト」認証制度 運営規程 

公益社団法人全国学習塾協会 

本文中の※朱字部分は注釈です。 

第１章 総則 

 

第１条（趣旨） 

この規程は、学習塾業界において適正なアルバイトの労働条件を確保している事業者に認証を付与する

ことを通じて、学習塾に従事するアルバイトの利益の保護と、学習塾業の健全な発展を図るため、「安

心塾バイト」認証制度の運営に関し必要な事項を定める。 

 

第２条（認証の客観性） 

公益社団法人全国学習塾協会（以下「協会」という）は、別に定める「安心塾バイト」認証制度認証基

準（以下「認証基準」という）並びにこの規程（以下「規程」という）に基づき、事業者の申請に対し

明確な基準をもって中立かつ公平な立場で審査認証を行う。 

 

第３条（認証の範囲） 

協会が運営する認証制度において、事業者は、認証を受けたい事業所の範囲を特定して事業所単位で認

証申請を行い、審査の結果、協会が認証基準を満たしていると判定した場合に、協会は申請された事業

所の範囲を特定し、事業者に認証を付与する。 

 

※認証の申請・付与は事業者に対して行います。フランチャイズ形式の場合も、加盟する事業者に対し

て個別に認証を行います。 

※認証範囲が、事業者が運営する事業所全体のうちの一部事業所に限定される場合は、認証マークを表

示する際に、認証済み事業所の範囲を明記することが必要です。 

 

第４条（認証マーク） 

認証マークは、（別表１）のとおりとする。 

２ 認証マークは、協会が商用登録を受け、商標権者となる。 

 

 

第２章 申請 

 

第５条（申請受付期間） 

協会は、認証の申請について、受付期間を設けることとする。受付期間は随時募集要項にて公表するも

のとする。 

 

※当面は随時受付する予定です。 
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第６条（申請事業者要件） 

次の要件を満たしている事業者は、認証を申請することができる。 

（１）日本国内の事業所において事業を営んでいること。 

（２）学習塾業を３ヶ月以上営んでいること。 

（３）事業者の名称が、日本国内において、３ヶ月使用され運営が継続されていること。 

 

第７条（欠格事項） 

次の各号のいずれかに該当する事業者（実質的に同一とみなすべき事業者を含む）は、認証を申請する

ことができない。 

 

※「実質的に同一とみなすべき事業者」とは、①同一ブランド（屋号）・同一サービス内容により提供

する事業を、複数の法人に分社して同一の経営者が経営している場合、②複数ブランド（屋号）・複数

サービスを、同一の経営者が経営している場合、③以前に別法人が運営していた事業の、ブランド（屋

号）・サービス・従業員などを含む買収・事業承継を行った場合の、承継後の事業者と承継前の事業者

などが該当します。 

 

（１）申請の日前３ヶ月以内に、第１６条に定める認証不可決定を受けた事業者 

（２）申請の日前３年以内に、協会から認証の取り消しを受けた事業者 

２ 申請の日前３年以内に、次の各号のいずれかに該当する事業者（実質的に同一とみなすべき事業者

を含む）は、認証を申請することができない。 

（１）公序良俗に反する事業を行っている事業者 

（２）反社会的勢力及び団体と関係を有する事業者 

（３）解散又は破産した事業者 

（４）補助、補佐及び後見の宣告を受けている事業者（民事再生法・会社更生法・特別清算適用会社を

含む） 

（５）労働基準関係法令に関する行政処分・処罰を受けた事業者 

第８条（申請書類） 

認証の申請をしようとする事業者（以下「申請事業者」という）は、次の申請書類を協会に提出するも

のとする。 

（１）認証審査申請書 

（２）申請誓約書 

（３）発行後３ケ月以内の商業登記簿謄本（個人事業者の場合は住民票） 

（４）会社案内、パンフレットなど、会社概要・サービス内容・料金などの基本情報が記された資料 

（５）就業規則（提出控） 

（６）労働者名簿 

（７）労働条件通知書（ひな形と、実際に使用した通知書の写し） 

（８）雇用契約書 

（９）出勤簿（ひな形と、実際に使用された出勤簿の写し） 
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（１０）賃金台帳 

（１１）シフト勤務表 

（１２）年次有給休暇整理簿 

（１３）時間外・休日労働に関する協定届（提出控） 

（１４）健康診断結果報告（提出控） 

 

第９条（申請の受理） 

協会は、提出された申請書類に記載された内容を検討し、その申請を受理できると決定した場合には、

受理通知を申請事業者に通知する。 

２ 協会は、前項に基づく受理通知をもって、規定に基づく審査の実施について、申請事業者と協会と

の間に合意が成立したものとみなす。 

 

第１０条（申請内容の変更） 

申請事業者は、申請から審査までの間に、上記に定める申請書類に記載した内容に変更がある場合は、

変更報告を速やかに書面にて当協会に提出するものとする。 

２ 当協会は、前項に基づく変更報告の書面提出を受けた際、その記載内容に問題があると判断した場

合は、申請の受理を取り消すことができる。 

 

第１１条（申請受理の停止と取消し） 

協会は、申請事業者が申請後に第７条に掲げる欠格事項に該当した場合又は、申請内容に虚偽があるこ

とが明らかになった場合は、申請受理の取消し又は認証不可とする場合がある。 

 

 

第３章 審査 

 

第１２条（審査） 

協会は、第８条の申請書類を提出した申請事業者について、認証基準への適合性を確認するため、協会

が選任した審査員（以下「審査員」という）による書類審査を行う。ただし、審査員は、必要に応じて

業務の処理の一部を補助職員等に行わせることができる。 

２ 協会は、必要に応じて申請者の事業所における現地審査の受け入れを求めることができるものとす

る。現地審査は、審査員が行う。 

３ 協会は、前項の現地審査が生じたときは、申請事業者に対して現地審査費として、協会の旅費規程

に基づき、交通費及び宿泊費ならびに審査員日当を請求することができるものとする。 

 

第１３条（審査員用件） 

審査員は、（別表２）に定められた審査員要件に適合するものとする。 
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第１４条（書類審査） 

協会は、書類審査を新規申請時及び更新申請時（２年）ごとに行うものとする。 

２ 申請事業者は、認証基準に定められた文書及び審査に必要な書類（以下「審査書類」という）を作

成し提出するものとする。 

３ 申請事業者が同じシステム（同じシステムとは、同一の労務管理方法で運営されている事業者をい

う）で運営する複数の事業所を同時に申請する場合は、申請された全事業所の中から、一部をランダム

に選定するサンプル審査の方法により書類審査を実施することがある。 

４ 審査員は、審査書類に不備が見受けられた場合は、申請事業者に連絡し、協会が指定した期日まで

に、修正した書面の再提出を求めることができる。 

５ 協会は、申請事業者が前項の定めに応じない場合や期限内の提出がなされない場合、または審査書

類に虚偽が認められた場合においては、「認証不可」とする。 

６ 審査員は、認証基準の要求事項について不適合と判断した事項については、申請事業者に対して

「指摘事項是正措置依頼書」を送付し、申請事業者は、協会が指定した期日までに、改善報告書を提出

することとする。 

７ 審査員は、前項に基づいて提出された改善措置の内容を確認し、その改善措置が不充分であると判

断したときは、申請事業者に改善措置の再提出を求めることができる（改善確認審査）。審査員が、改

善措置が充分であると判断したときは、改善措置の書面を審査報告書に添付し、協会の認証判定委員会

（以下「判定委員会」という）に提出する。 

 

第１５条（現地審査） 

協会は、必要に応じて現地審査を行うものとする。 

２ 審査員は、認証基準で要求される事項の中で、書類審査によって適合性が確認されないと判断した

ときは、現地審査を実施する。 

３ 申請事業者が同じシステム（同じシステムとは、同一の労務管理方法で運営されている事業者をい

う）で運営する複数の事業所を同時に申請する場合は、申請された全事業所の中から、一部をランダム

に選定するサンプル審査の方法により現地審査を実施することがある。 

 

※同一ブランド（屋号）・同一サービスで運営する全事業所・全支店を一括で申請する場合には、サン

プル審査の方法により現地審査を行うことがあります。 

 

４ 申請事業者は、協会から第２項の規程による求めがあった場合は、正当な理由なくこれを拒んでは

ならない。 

５ 申請事業者は、現地審査実施の際、審査員へ必要な次の（１）～（３）について、便宜を図らなけ

ればならない。 

（１）申請事業者及び申請事業所の業務関連場所への立入り 

（２）申請事業者及び申請事業所に対する聞き取り 

（３）申請事業者及び申請事業所の労務関連文書及び関連記録の提示 
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６ 協会は、現地審査を実施する日（以下「現地審査日」という）を選定し、事前に申請事業者へ通知

する。 

７ 申請事業者は、現地審査の結果不適合と指摘された場合には、各不適合に対する改善措置を、協会

が指定した期日までに書面にて提出するものとする。 

８ 第１４条第６項の規程は、現地審査についても準用する。 

 

 

第４章 認証 

 

第１６条（認証） 

判定委員会は、審査報告書に基づき判定を行う。「認証付与」と判定されたものについては第１４条６

項に基づく改善措置が妥当であると判断されたものとし、その旨を通知する。「認証不可」と判定され

たものについては、その旨を通知するものとする。 

２ 判定委員会は、現地審査を第１５条３項に基づくサンプル審査の方法で行った申請事業者に関して

は、申請事業者の全申請事業所について「認証付与」又は「認証不可」の判定を行うものとする。 

 

第１７条（認証付与に関する契約） 

「認証付与」と判定された事業者は、協会と認証付与に関する契約を締結しなければならない。 

２ 協会は、前項の契約を締結した申請事業者に対し、認証を付与し、認証番号及び認証書を発行す

る。 

 

※同一ブランド（屋号）・同一サービスで運営する全事業所・全支店を一括で申請した場合、全事業所

一括の認証付与又は認証不可となります。 

 

３ 協会は、認証を付与した事業者（以下「認証事業者」という）が、同条１項で締結した契約の範囲

内で「認証マーク」を事業活動に使用することを認める。 

４ 認証事業者は、「認証マーク」を使用する際には、別に定める認証マーク使用手引きに従い、認証

付与を受けた事業所の範囲を明確にする取り扱いをしなければならない。 

５ 協会は、認証事業者が前項に違反した場合は、認証の一時停止又は取り消しをすることがある。 

６ 申請事業者は、認証の付与を受けるに当たり、第３８条で定める認証マーク使用料を所定の形式で

納付しなければならない。 

 

第１８条（認証の有効期限） 

協会は、認証の有効期限を認証発効日より２年間とする。 

２ 認証の有効期限は、認証事業者ごとに定めるものとし、すでに認証を付与されている事業者が、新

たな事業所の認証を付与された場合には、新たに付与される認証においても既に付与されている認証の

有効期限と同一の期限とする。 
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※マークの有効期限については、一部の事業所で追加の認証付与を受けた場合においても、事業者単位

で同一の有効期限となります。 

 

 

第１９条（認証の貸与等の禁止） 

認証事業者は、認証マーク及び認証書を事業所で使用する際には、認証された事業所以外の営業施設で

の使用、又は他の事業者及び事業所の営業施設に貸与又は譲渡してはならない。 

２ 協会は、事業者が前項に違反した場合は、認証の一時停止又は取消しをすることがある。 

 

第２０条（事業者の登録及び公表） 

協会は、所定の登録簿を備え、協会と認証付与に関する契約を結んだ事業者に係る次の事項を含む基本

情報を記載し公開するとともに、記載の内容の一部を協会のホームページなどを通じて公表する。 

（１）事業者名及び代表者名 

（２）認証事業所の所在地及び連絡先 

（３）認証発効日及びその更新の日並びに有効期間（更新後の有効期間を含む） 

（４）認証付与契約の日及びその更新の日並びに有効期間（更新後の有効期間を含む） 

 

第２１条（申請内容の変更） 

認証事業者は、第８条に定める申請書類の中で当協会が指定する事項に関して変更があったときは、変

更の報告を速やかに書面にて当協会へ提出しなければならない。 

２ 認証事業者は、認証を付与された事業所を移転した場合には、当該移転から１ケ月以内に、所定の

様式による移転の届けを当協会へ提出しなければならない。 

３ 認証事業者は、認証を付与された事業所を廃止した場合には、当該廃止から１ケ月以内に、所定の

様式による廃止の届けを当協会へ提出し、認証を返上しなければならない。 

４ 運営する全事業所を対象範囲として、協会から認証を付与されている認証事業者は、事業所の新た

な設置を行った場合には、速やかに所定の様式による新規事業所設置の届けを協会へ提出しなければな

らない。 

新たに設置した事業所の認証を申請するか否かは事業者の判断による。 

但し、認証を申請しない場合は、認証を付与された事業所の範囲に限定して認証マークを使用しなけれ

ばならない。 

 

※新たな事業所の設置については、申請誓約書における同一のシステムによる運営であることの誓約が

あり、当該事業所においても、同一のシステムにより運用している場合においては、新規事業所設置の

届けの提出により、認証付与と同等とみなす場合があります。 

但し、追加申請する事業所数がすでに認証を付与された事業所数の３割を超えない範囲に限ります。 

※追加申請された認証の有効期限は、すでに認証を付与された事業所の有効期限と同一になります。な

お、追加申請は更新審査の対象に繰り入れることもできます。 

※追加申請の審査料は、すでに申請済みの事業所数を考慮します。 
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※事業所の設置については、契約書類等の客観的資料により判断する場合があります。 

 

５ 協会は、前項の申請があった場合には、第５条の規定にかかわらず速やかに申請を受理するものと

し、審査および判定を速やかに実施の上、第１６条２項に定める「認証付与」と判定された場合には第

１７条に定める認証契約をもって、認証付与を行うものとする。 

 

第２２条（認証書の再発行） 

協会は、前条の変更の報告書面の提出を認証事業者から受けかつ認証書の再発行を求められたときは、

その書面に記載された内容に問題がないことを判断した上で、再発行をする。なお、再発行に際しては

（別表３）に定める料金を納めるものとする。 

 

第２３条（事業者からの報告） 

事業者は、認証の有効期間内に法令や認証基準を逸脱したときは、速やかに書面にて報告をしなければ

ならない。 

 

 

第５章 認証の維持 

 

第２４条（認証の維持） 

認証事業者は、認証基準を遵守した運営を行わなければならない。 

 

 

第６章 認証の更新 

 

第２５条（認証の更新） 

認証基準の遵守状況が適切であると認められる認証事業者は、認証付与契約の有効期間の満了に際して

契約の更新を受けることができる。 

２ 前項の更新を希望する意思がない事業者は、認証付与契約の有効期間の満了６ケ月前までに、協会

に書面にて申し出ることとする。 

３ 協会は、前項の申し出がない場合は、認証事業者に対して、認証付与契約の有効期間の満了前４ケ

月以内３ケ月前までに、次の申請書類の提出を求めるものとし、書面によりこれを通知する。 

（１）所定の様式による更新申請書 

（２）第８条第２号から第１３号までに掲げる書類 

４ 協会は、審査の結果に基づき、同条第１項の更新の可否について決定し、その内容を申請事業者に

通知する。 

 

第２６条（認証付与契約の更新及び有効期間） 
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前条第３項の規定により、認証付与の「更新可」と判定された事業者は、協会と認証付与に関する契約

及び当協会が保有する登録商標（認証マーク）の使用権の許諾に関する契約を更新しなければならな

い。 

２ 協会は、前項の契約を締結した事業者に対し、認証を付与し、更新後の有効期間に対応する認証番

号及び認証書を発行する。 

３ 更新後の認証付与契約の有効期間は、更新前の有効期間に２年を加えた期間とする。 

４ 認証付与契約の更新の可否について決定するまでの間は、当該更新申請に係る認証付与契約は、そ

の有効期間の満了後もなおその効力を有するものとするが、有効期間の満了後に経過した期間について

は、前項の規定により、更新後の認証付与契約の期間に参入する。 

 

 

第７章 改善措置及び認証の停止・取消し 

 

第２７条（調査） 

協会は、認証制度の適正な運用のため、必要と判断した場合には、申請事業者及び認証事業者に対し運

用状況について報告を求めることができる。 

２ 協会は、前項の報告を受け、特に必要があると認められた場合には、申請事業者及び認証事業者に

対し現地調査の受け入れを求めることができる。 

３ 申請事業者及び認証事業者は、協会から前項の規定による求めがあった場合は、正当な理由なくこ

れを拒んではならない。 

 

第２８条（要請、勧告および一時停止） 

協会は、前条の調査結果に基づき、認証制度の適正な運用のために必要が認められるときは、申請事業

者及び認証事業者に対し、改善その他必要な措置を要請又は勧告することがある。 

２ 協会は、認証事業者が次の（１）～（３）のいずれかに該当する場合は、１年未満の期間を定め、

終了条件を付した上で、当該事業者の認証を一時停止することができる。 

（１）本制度で定める遵守すべき事項において、著しい違反行為が認められた場合 

（２）正当な理由なく同条１項の要請又は勧告に従わず、必要な措置を取らない場合 

（３）その他、認証制度の信頼を損ねた場合等、協会が、一時停止が相当と判断した場合 

３ 前項の一時停止を受けた認証事業者は、一時停止が終了するまでは、認証マークの使用を中止しな

ければならない。 

４ 協会は、認証の一時停止があった場合は、協会のホームページ等を通じて公表する。 

 

第２９条（認証の返上） 

認証事業者が、認証の返上を申し出るときは、所定の様式の書面により協会に提出するものとする。 

２ 協会は、前項に基づく申し出を受けたときは、その旨を協会のホームページ等を通じて公表する。 

 

第３０条（認証の失効） 
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認証事業者は、認証の有効期間中に次の（１）～（３）に定める事項が生じた場合には認証を失効す

る。 

（１）所定の期間内に認証に関する料金を納めなかった場合 

（２）解散又は破産申立をした場合 

（３）補助、補佐及び後見の宣告を受けた場合（民事再生法。会社更生法・特別清算適用会社を含む） 

 

第３１条（認証の取消し） 

協会は、認証事業者が次の（１）～（５）のいずれかに該当する場合は、当該事業者の認証を取り消す

ことができる。 

（１）本制度で定める遵守すべき事項において、重大な違反行為が認められた場合 

（２）第８条に定める申請書類の記載内容に虚偽があることが明らかになった場合 

（３）正当な理由なく第２７条の調査に応じない場合又は虚偽の報告をした場合 

（４）正当な理由なく第２８条２項の一時停止に従わず、必要な措置を取らなかった場合 

（５）その他、認証制度の信頼を著しく損ねた場合等、協会が、取消しが相当と判断した場合 

２ 前項の規定による取消しがあった場合は、協会が事業者に対して付与した認証は当該取消しの日か

ら効力を失うこととする。 

３ 協会は、同条１項の規程による取消しがあった場合は、協会のホームページ等を通じて公表する。 

 

第３２条（認証の返還） 

認証の有効期間が満了した事業者、有効期間満了後認証の更新が認められない事業者、有効期間内に認

証を辞退・喪失・返上した事業者は、認証を協会に返還するものとする。 

 

第３３条（異議の申し立て） 

事業者は、協会の措置に対し異議がある場合には、１ケ月以内に協会に対して異議を申し出ることがで

きる。 

２ 前項の意義の申し出ができる事項は、次の各号とする。 

（１）書類審査内容 

（２）現地審査内容 

（３）判定内容 

（４）認証の一時停止 

（５）認証の取消し 

３ 同条１項の規定の基づく、異議の申し出につき、協会が下した裁定に不服がある事業者は、１ケ月

以内に、協会に設置された「異議申立委員会」に再審査の申し立てができる。 

４ 事業者は、前項の申し立てを行うときは、書面にて同意できない旨を記載し、又その項目と理由を

当協会に申し出るものとする。 

５ 異議申立委員会は、事業者から前項の申し立てがあった場合は、異議申立委員会にて内容の検討を

行う。正当な理由があると判断した場合は、審査員へは修正又は追加、判定委員会へは再審査を求める

ことができる。 
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６ 申し立て期間中の認証の効力は、申し立て結果が出るまで一時停止とする。 

 

第３４条（事業者の登録抹消） 

協会は、認証付与又は認証付与契約が有効期間の満了又は有効期間内の認証返還若しくは解除により失

効したときは、当該事業者について、登録簿に失効日及び原因となった事実を記載し、その他の記録を

抹消する。 

 

 

第８章 機密保持及び個人情報保護 

 

第３５条（機密保持） 

協会は、審査業務を行う上で知り得た申請事業者及び認証事業者の情報の機密を保持し、書面による申

請事業者及び認証事業者の同意なしに、第三者に開示しない。但し、次の（１）～（４）については、

この限りではない。 

（１）法令に基づく場合 

（２）情報を得る以前に、既に公知であった情報 

（３）協会とは別の第三者により開示された情報 

（４）国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が、法令で定める事務を遂行することに

対し、協力する必要がある場合で、かつ本人の同意を得ることにより、当該事務の遂行に支障を及ぼす

恐れのあるとき 

 

第３６条（個人情報保護） 

協会は、審査業務を行う上で申請事業者及び認証事業者に該当する事業所及び事業者から入手した個人

情報を、個人情報保護法に基づき次の（１）～（３）のように保護する。 

（１）個人情報の利用目的を、審査活動及び認証維持活動に関わる管理とする。 

（２）個人情報を第三者に提供しない。第三者への提供が必要な場合には、あらかじめ該当事業者の同

意を得るものとする。 

（３）申請事業者及び認証事業者に該当する事業者自身からの個人情報の開示・訂正・削除の請求があ

る場合には、書面にて確認をした上で適切に対応するものとする。 

 

 

第９章 費用 

 

第３７条（審査料） 

申請事業者は審査に際しては、協会が指定する期日までに、（別表３）に定める審査料を納入するもの

とする。 

２ 申請事業者は第１４条第６項に定める改善確認審査に際しては、協会が指定する期日までに、（別

表３）に定める審査料を納入するものとする。 
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３ 申請事業者は第１５条に定める現地審査に際しては、協会が指定する期日までに、別に定める現地

調査費を納入するものとする。 

 

 

第３８条（認証マーク使用料） 

認証事業者は、協会が指定する期日までに、（別表３）に定める認証マーク使用料を納入するものとす

る。 

 

第３９条（更新費用） 

認証事業者は更新に際しては、協会が指定する期日までに、（別表３）に定める更新諸費用を納入する

ものとする。 

 

第４０条（費用の返還） 

申請事業者及び認証事業者は、支払った料金および費用について返還を求めないことを了承する。 

 

 

第１０章 改正 

 

第４１条（改正） 

協会は、本規定を改正したときは、申請事業者及び認証事業者に該当する学習塾事業者に通知するもの

とする。また、協会のホームページ等を通じて公表する。 

 

第４２条（その他の事項） 

本規程に記載されていない疑義が生じた場合については、協会理事会または判定委員会において適宜検

討するものとする。 

 

第４３条（細則） 

本規程に定めるもののほか、制度運営に必要な事項は会長が別に定めるものとする。 

 

 

附則 

本規程は、平成２８年１０月１６日より施行する。 

平成２９年３月１２日改正。 

平成２９年５月１３日改正。  
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（別表１） 

認証マーク 

  （Webサイト用） 

 

  （Webサイト用） 

 

 

（別表２） 

「安心塾バイト」認証制度 審査員要件 

「安心塾バイト」認証制度審査員は、以下に示す要件の全てを満たさなければならない。 

・当協会によって行われる「審査員研修」を受講していること 

・当協会によって行われる「審査員勉強会」等に定期的に参加していること 

・審査日程を優先的に受け入れ、審査を行うことができること 

・当協会と審査員契約を締結した者 

・当協会の指示を履行できること 
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（別表３） 

「安心塾バイト」認証制度 認証料金（１０事業所まで） 

 新規申請 更新申請 

審査料（１事業所あたり） 16,500円 11,000円 

改善確認審査料 11,000円 11,000円 

認証マーク使用料（１事業所あたり）  3,300円  3,300円 

※消費税込み表示 

  ※第１８条２項による、追加の認証付与を受けた事業所について、認証有効期限が２年間に満たな

い場合は、認証マーク使用料は、月単位での期間按分した金額とする。 

  ※第１２条３項による、現地審査費は別途発生する可能性がある。 

  ※その他の費用：認証再発行費用は 16,500円（税込み）とする。 

  ※認証事業所数が１１事業所以上の場合、１１事業所目以降にかかる審査料は認証事業所数に応じ

て下表のとおり減額される。なお、改善確認審査料、認証マーク使用料は認証事業所数にかかわら

ず変動しない。 

 

「安心塾バイト」認証制度 審査料（１事業所あたり） 

事業所数 新規申請 更新申請 

１～ １０事業所（上表と同義） 16,500円 11,000円 

１１～ ２０事業所 15,400円  9,900円 

２１～ ３０事業所 14,300円  8,800円 

３１～ ４０事業所 13,200円  7,700円 

４１～ ５０事業所 12,100円  6,600円 

５１～ ６０事業所 11,000円  5,500円 

６１～ ７０事業所  9,900円  4,400円 

７１～ ８０事業所  8,800円  3,300円 

８１～ ９０事業所  7,700円  2,200円 

９１～１００事業所  6,600円  1,100円 

１０１～１１０事業所  5,500円      零円 

１１１～１２０事業所  4,400円      零円 

１２１～１３０事業所  3,300円      零円 

１３１～１４０事業所  2,200円      零円 

１４１～１５０事業所  1,100円      零円 

１５１事業所以上      零円      零円 

 

※例えば 23事業所を有する学習塾が新規申請した場合の審査料と認証マーク使用料は以下のとおりです。 

審査料  ：361,900 円（税込み）【＝16,500 円×10 事業所＋15,400円×10 事業所＋14,300 円×3事業所】 

認証マーク使用料 ： 75,900 円（税込み）【＝3,300 円×23 事業所】 

 


